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近年、資源効率と天然資源の持続可能な管理への

関心が高まり、国際政策課題の最優先事項のひとつ

として注目を集めている。

2015年 9月、ニューヨークにおける 「持続可能な

開発のための 2030アジェンダ」の歴史的な採択を

以て、国際社会は17の持続可能な開発目標（SDGs）

を採択し、現在および将来世代のために世界をより

よい場所に変えることを決意した。そのような世界

を実現するためには、今後天然資源のより良い管理、

保全、利用を行い、消費と生産の両方において資

源効率を大幅に改善しなければならないことは広く

認められている。SDGsは、経済成長と人間の福利

を、増え続ける天然資源利用と関連する環境影響か

ら切り離すこと（デカップリング）が早急に必要で

あることを強調している。

序論

Janez Potočnik

この歴史的認識の一部として、G7首脳は 2015年

ドイツでのサミットにおいて、持続可能な開発の追

求という幅広い戦略の中核要素として、資源効率を

向上させるための野心的行動を支持することを決定

した。

いま世界中で、天然資源の持続可能な管理を国の

開発計画に組み込んで主流化する戦略やプログラム

が策定され、実施されている。法律や規則を公布し、

資源効率化を支援して投資をグリーンセクターやグ

リーン化しつつあるセクターに誘導する効果的な政

策枠組を実施する国も増えている。

　

経済計画や政策立案には、正確で信頼できるデータ

と科学情報が不可欠である。デカップリングと資源

効率の進展状況を把握し、改善すべきところを特定

するためには、確かな指標が必要である。

国際資源パネル (IRP)は、資源効率とデカップリン

グに関する科学的評価報告書をいくつか作成してお

り、そうした深い科学知識に基づく政策との関連性

の強い情報を提供するには理想的な立場にある。

国際資源パネルの世界の物質フローに関する作業

部会は、この報告書を通じて、過去 40年間の世

Alicia Bárcena
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界経済における物質の利用と動きについて初とな

る包括的で統一したデータセットを提供する。作業

部会はこの確かなデータセットに基づき、バイオマ

ス、化石燃料、金属鉱石、非金属鉱物の採取、取引、

消費を含む、資源利用の状態、傾向、構造および

動向を分析している。報告書は、世界の物質利用

がこの 40年間で 220億トン（1970）から 700億ト

ン（2010）へと 3倍に増えていることを示している。

報告書はさらに新たなマテリアルフットプリント指標

を用いて、最終消費に必要な物質量を示し、経済

への真の影響を明らかにしている。この指標は世界

のサプライチェーンを資源の最終需要と関連付ける

ことによって、各国の物質面での平均生活水準をよ

く表している。この指標によると、富裕な先進国の

開発と福利のレベルは、主に高度に資源集約的な

消費・生産パターン（非持続可能であり、世界の他

の地域でこのパターンの適用可能性は低い）を通じ

て達成されていることが示されている。

したがって、物質利用と関連する環境影響を経済成

長から切り離すことは、人間社会の繁栄と健全な自

然環境の確保に不可欠である。しかし、デカップリ

ングに向けた努力を成功させるためには、経済の成

熟にともなう単なる効率の向上だけにとどまらない

取組が必要である。

この報告書はまた、消費が物質利用増加の主要な

原動力であり、ここ数十年の人口増加よりも重要な

要因となっていることを示している。今後数十年で

数百万人が貧困を脱し、中産階級が急速に拡大す

る中、豊かで平等な世界を実現するためには、生活

スタイルと消費行動を根本から変革させる必要があ

る。

この報告書の所見は、天然資源管理および資源効

率に関する国や地域の様々な取組に大いに役立つ

可能性があり、特に今後 14年間におけるデカップリ

ングに関連するすべての持続可能な開発目標の実

施や管理に直結している。

国際資源パネル (IRP)は、持続可能な資源管理と

資源効率に関する最先端の科学的知識を提供し続け

ることに尽力する。世界の物質フローと資源生産性

の理解に重要な貢献を果たされた Heinz Schandle

および Marina Fischer-Kowalskiとその共著者の

方々に深く感謝するとともに、この報告書とデータ

セットで明らかにされた課題、チャンス、影響に対

する政策決定者とビジネスリーダーの対応を期待し

ている。
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序文

天然資源は、地球上で生きる私たちの生活基盤を

提供する。水、土、エネルギー、鉱物、金属は私

たちの生活水準を支えている。こうした資源は私た

ちに食物と住まいを与え、一生を通じて必要な物質

を提供してくれる。

しかし、これらの天然資源にかかる圧力は高まって

いる。過去半世紀の人口増加と世界経済需要の増

大が、このような貴重な資源を急速に枯渇させ、自

然環境と人の健康に危害を加えている。これまで以

上にグローバル化が進む経済においては、天然資

源の持続可能な管理がますます重要になるだろう。

世界の国々は 2015年に持続可能な開発目標を採択

した際、このような重要課題の解決に向けた道筋を

定めた。この野心的な目標は、将来世代のために

天然資源基盤と地球の生態系を維持しつつ、貧困

を根絶して経済成長を持続することを目指している。

目標を実現するには、先進国発展途上国を問わず、

全世界の協調した行動が必要になる。このため、私

たちは天然資源がどこでどのように利用されている

のかを、より深く理解しなければならない。Ibrahim Thiaw
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国際資源パネル (IRP)による最新報告書『世界の

物質フローと資源生産性』は、この重要な問題に

対する包括的な科学的見解を提供している。報告

書は先進国と発展途上国の間で、1人当たり物質消

費量に大きな格差があることを示している。このこ

とは、今後 14年間で SDGsを達成する上で計り知

れない意味を示唆する。

世界の物質利用は加速化している。1人当たり物質

採取量は 1970年の 7トンから 2010年には 10トン

に増加し、世界の多くの地域における物質面での

生活水準が向上していることを示している。物質需

要の増大に対応するため、国内物質採取量は各地

で増加している。しかし、ヨーロッパとアジア・太

平洋地域はすべての物質需要を国内採取で満たす

ことはできず、輸入への依存が大きく高まっている。

このため物質の貿易は、主に消費を要因とし活況を

呈している。

報告書ではさらに、北米およびヨーロッパと、それ

以外の地域との物質面の生活水準の大きな格差を

もあらわにしている。アジア・太平洋、ラテンアメリカ・

カリブ海、西アジア地域の年間 1人当たりマテリア

ルフットプリントは 9～ 10トンであり、北米・ヨーロッ

パ（1人当たり20～ 25トン）の半分である。これ

に対し、アフリカの平均マテリアルフットプリントは

1人当たり 3トンに満たない。こうした指標の分布

は不平等な生活水準を裏付け、すべての人々のた

めの持続可能な開発の達成にどれだけの取組が必

要かを浮き彫りにしている。

この重要な評価結果が政治家やビジネスリーダーに

刺激を与え、SDGsの達成に必要な行動をとる意欲

が生まれることを心から願っている。

Janez Potočnikと Alicia Bárcenaの主導の下、こ

の実りある報告書を作成した国際資源パネル (IRP)

に感謝の意を表したい。

Ibrahim Thiaw
国連事務次長補兼 UNEP事務局次長
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はじめに

国民経済計算を通じて経済活動を総体と詳細のレ

ベルで測定することは、あらゆる国が行っている標

準的な活動である。国連環境計画（UNEP）の国

際資源パネルが行った新たな研究では、世界経済

および各国における物質利用について国民経済計

算を補完する初めての一貫した勘定を提示してい

る。この研究は物質採取と物質取引について報告

し、政界やビジネス界が物質の需要と供給の測定

に利用できる信頼できるデータベースや指標を提供

している。研究は、40年に及ぶバイオマス、化石

燃料、金属鉱石、非金属鉱物の採取、取引、消費

をカバーした広範なデータベースによって裏付けら

れている。データベースと関連する指標は、とりわ

け SDGターゲット 8.4（消費と生産における資源効

率）、12.2（天然資源の持続可能な管理と効率的利

用）、12.5（廃棄物削減）の測定に役立てることに

よって、持続可能な開発目標の世界的な指標枠組

みの実施もサポートすることができる。こうしたデー

タは、UNEPオンライン・データポータルの UNEP 

Live（http://uneplive.unep.org/）と国際資源パネ
ル（IRP）のウェブサイト（http://www.unep.org/
resourcepanel/）から入手できる。

程度は異なるが、ほとんどの経済活動は、物質や

他の天然資源（エネルギー、水、土地など）の供

給に依存している。成長する世界経済は生産と消費
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のためより多くの物質を必要とし、結果として天然

資源の枯渇、廃棄物と排出、気候変動といった様々

な環境影響をもたらす。世界的な人口増加と 1人

当たり消費の増大という背景を考えると、経済計画

と政策立案にあたっては、標準的な国民経済計算

に加えて、物質の採取と取引に関する追加の情報

が必要となる。こうした情報によって、世界、地域、

国レベルでの物質生産性の評価が可能となる。

物質生産性の傾向と向上は、イノベーションや技術

の変化と、資源効率や持続可能な消費と生産に対

する政策の複合効果によるものである。増加する世

界人口の願望（住宅、移動手段と食料、電力と水、

現代的な消費財の提供）をかなえるには、世界経

済における物質とエネルギーの効率を大幅に改善し

なければ不可能なことは、今や広く理解されている。

この報告書で提供されている新しい情報は、原料の

世界的な供給に関連する機会、リスク、脆弱性を特

定し、世界経済における効率向上と物質利用削減の

可能性を示すものである。
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国際的な政策協議で中心となりつつある 
資源効率

資源効率という概念、物質利用単位当たりの経済価

値を高める必要性は、国際政治の世界で確実に受

け入れられてきた。

 

2015年 9月にすべての国連加盟国によって広く合

意された国連「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」とその 17の持続可能な開発目標（SDGs）

は、天然資源の持続可能な利用と管理が、現在お

よび将来世代のためにより良い未来を実現する必

要条件であると述べている。持続可能な消費と生産

（SCP）、デカップリング、資源効率、廃棄物減量化

（3Rs：リデュース、リユーズ、リサイクル）は、ア

ジェンダでは独立した目標やターゲットとして取りあ

げられている。このように、経済成長と人間の福利

を増え続ける天然資源の消費から切り離すことの差

し迫った必要性は、今や政策協議においてきわめて

明白になっており、多くの国が、経済的繁栄からの

資源利用のデカップリング（切り離し）を促進する

政策を開始している。　　

加えて、2015年 6月にドイツで開かれた G7首脳

会合では、持続可能な物質管理と循環経済を促進

するためのより広範な戦略の主要な要素として、資

源効率を向上させるための野心的な行動をとること

が決定された。
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多くの国が、経済開発戦略や計画の一環として、資

源生産性向上と経済成長単位当たりの物質利用量

削減の必要性を先頭に立って唱えてきた。特に、日

本、EU、中国は、各々の経済において物質の採取

と利用の削減と、再製造、リサイクル、再利用を通

じた循環行動の拡大を目指したハイレベルの政策ア

ジェンダを策定している。日本の循環型社会を目指

す政策目標、持続可能な天然資源管理に関する欧

州戦略、中国の循環経済促進法は、資源効率と持

続可能な物質管理への関心が高まっていることを示

す重要例となっている。
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現代の環境政策に必要不可欠な 
デカップリング

物質利用と環境影響を経済成長から切り離すこと

（デカップリング）は、物質処理量を大幅に減らし

た上での人間の福利を将来確保するための不可欠

な戦略である。多くの地域や国が、その経済の物

質効率を大幅に高めて、全体的な物質利用レベル

を減らすための戦略に着手している。中でも、欧州

連合、日本、中国は現在ハイレベルの政策枠組や

法律を設けて資源効率を支援するとともに、持続可

能な消費と生産を実践するグリーンセクターに投資

を誘導している。発展途上国は、人間開発への取

組と増え続ける天然資源の利用、排出、廃棄物を

切り離す必要性を認識し、SCPとグリーン経済政策

を国の開発計画にますます組み込んで主流化してい

る。UNEPと IRPは、天然資源の持続可能な利用

について、特に天然資源がライフサイクル全体で環

境に及ぼす影響について中立的で一貫性があり、信

頼性が高く政策関連性に富んだ科学的評価を提供し、

経済成長と環境悪化とを切り離す方法に対する理解

を深めることに貢献している。各国はとりわけこの

情報を参考にすることで、物質処理量を減らし経済

の物質効率を高めようとする自国の取組の進捗状況

を測ることができる。

経済が成熟し、物質強度が低く給与と収入の高い経

済活動へと移行するにつれて、経済活動と物質利用

のデカップリングはある程度自然に成功する。デカッ

プリングは、構造変化による自然発生的配当として

もたらされる効率の向上をさらに超える必要がある。

そうする中で、利用可能な天然資源と生態系の限度

内で、増加する世界人口と急成長する世界経済の
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ニーズと野心に応えることが可能になるだろう。デ

カップリングのための技術の潜在性は大きく、経済

的便益はかなりなものになる。短・中期的に費用対

効果の高いデカップリングの方法は様々なものがあ

り、長期的にはデカップリングは現状維持よりもは

るかに高い経済的利益を生み出すだろう。

この報告書では、資源生産性をふたとおりの方法

で測定している。ひとつは、国家経済の物質強度

（GDP1単位当たりの領域内物質利用量）による測

定、もうひとつはGDP1単位当たりの物質消費量に

よる測定である。
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加速化する世界の物質利用

この 40年間に世界の物質利用は大きく増加してお

り、経済成長と人口増加が減速した 2000年以降に

おいても加速化している。全体として、世界経済は

1970年から 2010年にかけて 3倍以上拡大し、人

口はほぼ倍増、世界の物質採取量は 3倍に増えた。

世界経済は 2000年以降に物質利用が大きく加速化

したが、これは中国をはじめ多くの新興経済国で産

業転換や都市化が進み、過去に例を見ないほど大

量の鉄鋼、エネルギー、建設資材を必要としたこと

と強く関係している。アジアの新興経済国における

2000年以降の物質需要の増大は、特にラテンアメ

リカ、アフリカ、オーストラリアのような原料の輸

図１.　4物質カテゴリー別世界の物質採取量（DE）、1970～2010年、単位：百万トン
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出地域・国を中心に、世界経済全体に影響を及ぼし

ている。

年間世界物質採取量は 1970年の 220億トンから
2010年には約 700億トンまで増加し、中でも最速
の伸びを示した物質グループは建設用の非金属鉱

物だった。

過去 40年間の景気動向と天然資源利用の間には、

密接な関係があった。2008年から 2009年にかけ

ては世界金融危機によって世界物質需要は低下し、

2009年には貿易フローが急激に萎縮したが、その

後再び成長軌道に乗っている。物質の利用削減を

持続できるかどうかは、その経済の構造的資産基盤

の変革次第である。建物、輸送・通信インフラ、発

電能力、給水設備ならびに製造インフラは、現行シ

ステムを動かすために一定レベルの物質利用が必要

となる。このことはつまり、世界の物質利用システ

ムには慣性が深く組み込まれていて、物質利用の速

やかかつ持続的な削減が困難になっていることを意

味する。

世界物質採取量は大きく増加し、世界各地における

物質面での生活水準が向上した結果、世界の 1人

当たり物質利用量は 1970年の 7トンから 2010年

には 10トンに上昇した。国内物質採取は、物質需

要の増大を満たすために世界のすべての地域にお

いて増加している。1人当たりレベルで見ると、特

に 2008年以降、物質利用はヨーロッパと北米をは

じめとする一部の地域で低下している。アジア・太

平洋地域は最も急速な成長を示し、世界の物質利

用に占める割合は 1970年の約 25%から 2010年に

は 50%以上に達している。アジア・太平洋は、金

融危機の間に物質利用が減少しなかった唯一の地域

だった。
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図２.　7地域別の国内採取量（DE）、1970～2010年、単位：百万トン
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世界で人口が密集しているヨーロッパとアジア・太

平洋地域（およびある程度は北米も）は、とりわけ

アジア・太平洋では農業および鉱業生産が大幅に伸

びているにもかかわらず、天然資源の国内採取量

ではすべての物質需要を満たすことができていない。

これらの地域は他のあらゆる地域から大量の物質輸

入を必要とし、その量は増え続けている。特に大き

いものは化石燃料と金属鉱石だが、農産物も増加し

ている。
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物質の貿易は激増し、直接貿易フローが示すよ
りもはるかに大量の物質が動いている

貿易は国内採取よりも急速に拡大し、物質の直接貿

易は 1970年から 4倍に拡大している。2010年に

は、世界に 100億トン以上の物質が輸出されていた。

化石燃料が、輸出の最大シェアを占め、金属鉱石や

バイオマスをはるかに上回っていた。世界の 1人当

たり物質輸出量は 1970年の 0.8トンから 2010年に

は 1.6トンに倍増した。

図３.　4物質カテゴリー別世界物質輸出量、1970～2010年、単位：百万トン
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ただし、貿易製品のライフサイクル全体を考慮する

と、貿易がかなり多くの物質採取の要因となってい

る。物質の直接貿易の一次資源等価換算量は、物

質採取に対する貿易の実質の寄与度を示している。

輸出入における一次資源等価換算を示すこの新しい

指標からは、貿易は直接貿易フローで示されるより

もはるかに大量の物質を動かしていることが見てと

れる。2010年には、100億トンの直接貿易財を生

産するために、世界で 300億トンの物質の採取が必

要だった。貿易財に対する世界物質採取の帰属に基

づいて原料の貿易収支を見ると、ヨーロッパと北米

のみが物質の純輸入地域となっていることがわかる。

対照的に、アジア・太平洋地域は、大部分はヨーロッ

パと北米で消費されている製造品の大量輸出によっ

て純輸出地域に転じている。
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図４.　7地域別一次資源等価換算貿易収支（RTB）、1990～2010年、単位：百万トン
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この 40年間に、貿易のための天然資源採取に関し

て国の分化（専門化）が進んできた。特に化石燃

料と金属鉱石が顕著だが、農産物にもある程度見

られる。この傾向はとりわけ国レベルで明確になっ

ており、オーストラリア、ブラジル、チリ、インドネ

シア、カザフスタンなどは物質の純輸出量を徐々に

増やす一方で、韓国と米国（2005年まで）は物質

の純輸入量を増やし、ドイツ、フランス、日本など

は 40年間に高水準の純輸入状態を深化させてきた。

中国、インド、パキスタンは、物質の直接貿易につ

いて輸入依存が急増しているが、上流および下流

の間接的物質フローについて貿易フローを考慮する

と（すなわち、貿易の原料等価換算を見ると）、純

輸出国の状態となるという興味深いパターンを示し

ている。

こうした分化の進行は、物質の純輸出国か純輸入国

かによって、まるで異なる環境や社会の問題を生じ

させることとなる。さらにまた、持続可能な天然資

源利用や、経済成長と物質利用のデカップリングに

ついても、異なる政策的背景を生み出すこととなる。

輸入国は、経済的弾力性を高める物質効率化戦略

や政策に投資する強力なインセンティブがある。こ

うした政策努力は、輸出国にはマッチしない。どち

らのタイプの国も、世界の資源価格の変化に影響

されるが、影響の受けかたは大きく異なる。物質輸

入に依存する国は、低い世界市場価格から利益を得

るが、価格が高くなると経済成果が損なわれる。物

質輸出国は天然資源価格が高いと思わぬ利益を得

るが、価格が低下し生産が収縮すると貿易収支に打

撃を受ける。こうした状態は、ラテンアメリカ、ア

フリカ、オーストラリアを含む一次産品輸出地域で

2014年ごろに見られた。
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世界の物質利用増大の主要な原動力は消費

世界的にみて、1人当たり所得と消費の伸びが物質

利用増大の最も強力な原動力であり、この数十年間

というもの人口増加よりも大きな役を果たしてきた

が、2000年以降はとりわけそれが明確になっている。

人口は物質需要の上昇に引き続き貢献しているが、

その程度は 1人当たり所得の伸びや発展途上国にお

ける新たな中産階級の出現ほどではない。この 40

年間に数百万人が貧困から脱し、世界の多くの発展

途上地域で急成長する中産階級は、ライフスタイル、

願望、消費行動の変化をもたらしている。こうした

新しい消費者は、より物質強度の高い製品やサービ

スを求め、その数の増加そのものが世界の物質要

求を徐々に増加させた。

図５.　2000年から2010年にかけての世界各地域における国内物質消費量（DMC）の正味変化の原動力: 人口、豊かさ、物質強度
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1970年から 1990年にかけて、人口と消費の増加

に起因する物質利用増加の一部は、物質効率によっ

て軽減された。1990年以降は、世界の物質効率に

大きな向上はなく、実際のところ 2000年前後から

は低下し始めている。
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高物質効率国から低物質効率国へと生産拠点
が移った結果、全体的な物質効率の低下が生
じた

国々は自国の経済の成熟にともない、物質効率の

配当を手に入れる。ほとんどの国は、時間の経過と

ともに物質生産性を向上させてきた（GDP1単位当

たりの物質利用の低減）。物質強度が一定している

いくつかの資源輸出国を除き、こうした国々は過去

40年間この経路を辿ってきた。それにもかかわらず、

図６.　開発状況別および世界の物質強度（GDP1単位当たりDMC）、1970～2010年
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世界の物質生産性は 2000年ごろから低下し、いま

世界経済は 21世紀に入ったころよりも GDP1単位

当たりで多くの物質を必要としている。直観に反す

るように思われるかも知れないが、この原因は日本、

韓国、ヨーロッパなどきわめて物質効率の高い経済

から、中国、インド、東南アジアといった現時点で

は物質効率がはるかに低い経済に経済活動が大きく

シフトしていることにある。

このことは、結果として経済活動 1単位当たりの環
境圧力を全体的に高めることとなり、今後数十年で

物質利用効率を大幅に向上させるには、公共政策と

資金供給についてさらなる努力が必要であることを

示している。

世界経済における物質利用効率の向上は自然発生

的に起きるのではなく、ビジネスや企業および政府

系消費に対するインセンティブを転換するために適

切に策定された政策が必要となる。多くの工業国に

おいて、高い度合いの福利を実現させてきた政策

設定は、労働生産性の向上にしばしば物質利用と

廃棄物の増加という代償を払うことを容認してきた。

2030年までに多くの人々の一般的な福利を可能に

するには、多大な変化が必要である。

研究開発に大規模な投資を行えば、多くの経済セ

クターで物質効率の急速な向上が可能になるだろう。

しかしながら、物質利用効率の上昇は生産者や消費

者にとってコスト低減につながり、原料で節約でき

た資金は経済の他の分野に投資され、支出されるこ

とになる。これがリバウンド効果を生み、効率性が

経済成長を増進し、全体的な物質需要を減らそうと

する努力におそらく相反することとなる。より低い

物質消費レベルにおいて人間開発と福利の向上を

達成するには、資源効率への投資やインセンティブ、

採取時の一次原料に対する価格、短労働時間への

シフト（生産性向上を（別分野への投資ではなく）

自由時間の増加に変換し、リバウンド支出を相殺す

る）といった複雑な政策の組み合わせが必要になる。
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富裕国と同様の生産・消費システムで、富裕工
業国で達成された福利水準を世界的に一般化
することは不可能

IRPは、消費のマテリアルフットプリント（Wiedmann 

et al. 2015）という新たな指標を採用している。マ

テリアルフットプリントは、ある国または地域におけ

る最終需要（家計および政府消費と資本投資）に

必要な物質量を示す。この指標は世界の物質サプ

ライチェーンと最終需要を関連付けた指標であり、

ある国の物質面での平均的な生活水準をうまく示し

ている。

現在の世界の生産システムは、特定のサプライ

チェーンと技術に基づいて計算すると、ヨーロッパ

で 1人当たり消費約 20トン、北米では 1人当たり

消費約 25トンというマテリアルフットプリントを生み

出している。どちらの地域も、世界金融危機での

経済悪化により、2008年以降マテリアルフットプリ

ントは減少している。世界金融危機以前には、北米

の 1人当たりマテリアルフットプリントは 30トンを優

に上回り、ヨーロッパは 20トンを上回り、どちらも

上昇傾向であった。北米とヨーロッパの景気回復が

マテリアルフットプリントを再び成長軌道に乗せたか

どうかは、現時点ではまだわからない。マテリアル

フットプリントが世界の富裕な地域において世界金

融危機以前のレベルに戻るとしたら、物質利用が一

定化する所得水準はまだ存在しないということにな

るだろう。

マテリアルフットプリント指標は、物質採取や直接物

質利用という尺度とは異なり、産業物質利用の着地

点を確立することができる。入手可能なデータによ

れば、現在の住宅・輸送インフラの建設方法、モビ
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リティ、製造品、食料、エネルギーの配送方法に基

づく現代経済の産業代謝は 1人当たり20～ 30トン

で安定化していることがうかがえる。今日の資源利

用レベルでは世界経済がすでに一定の環境限界（プ

ラネタリー・バウンダリー）を超えているという事実

を考えると、富裕国と同様の生産・消費システムで、

富裕な工業国で達成された福利水準を世界的に一

般化することはできないことを示している。増大す

る世界人口のニーズと願望に包摂的な方法で応える

には、デカップリングの大幅な進展が求められる。

消費と生産が環境に与える圧力と影響を減らすため

に、高所得国は現在の 1人当たりマテリアルフット

プリントを大きく減らす必要がある。他方、多くの

発展途上国は、生活水準の改善にともないマテリア

ルフットプリントが上昇することになるだろう。イン

フラと消費が大幅に成長する国では、資源効率の急

速かつ短期的な向上を達成することによって、成長

の一部を相殺し、天然資源の必要量、廃棄物、排

出を最小化できる方法での都市やインフラの構築を

目指した政策を策定しなければならない。持続可能

な開発を促すことができうる質が高く耐久性がある

インフラへの投資を後押するような政策策定に向け

た大きなチャンスである。
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最富裕国の物質消費は平均で最貧国の10倍

北米・ヨーロッパとそれ以外の地域との間には、物

質面での平均生活水準と、それにともなうマテリア

ルフットプリントにまだ大きな格差がある。2010年

におけるアジア・太平洋、ラテンアメリカ・カリブ海、

西アジアの年間 1人当たりマテリアルフットプリント

は 9～ 10トンで、ヨーロッパの 1人当たりマテリア

ルフットプリントの半分だった。これに続き東欧・コー

カサス・中央アジア（EECCA）地域の 1人当たり

マテリアルフットプリントは 7.5トン、アフリカは 3ト

ン未満となっている。

こうした結果は、人間開発とマテリアルフットプリ

ントの関係を見れば明らかになる。人間開発指数

(HDI)1 で測定される人間開発の程度がきわめて高

 -
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ト
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図７.　世界7地域の1人当たりマテリアルフットプリント（MF）、1990および2010年、単位：トン

1 HDIは、平均余命、
識字率、所得に関す
る複合指数である。
参照URL：http://hdr.
undp. org/en/content/ 
human-development- 
index-hdi
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図８.　HDIレベル別1人当たりマテリアルフットプリント（MF）、1990～2010年

い場合には、約 25トンのマテリアルフットプリント

を必要とし、世界金融危機以前には増加していた。

高 HDI国のグループはマテリアルフットプリントも

最速の成長を遂げ、平均で 1990年の 1人当たり5

トンから現在では 1人当たり12.5トンに増えている

（図 8）。例えば中国は、2010年のマテリアルフッ

トプリントは 1人当たり14トンで、強い上昇軌道に

乗っていた。ブラジルは 2010年のマテリアルフット

プリントは 1人当たり13トンで、近年やはり力強い

伸びを示している。

人間開発指数 (HDI)が中 HDI国の平均マテリアル

フットプリントはこの 20年間にゆるやかに増加し、1

人当たり5トンに達している一方で、低 HDI国のマ

テリアルフットプリントはこの 20年間に 1人当たり

2.5トンに留まったままとなっている。最富裕国は最

貧国の平均 10倍、世界平均の 2倍の物質を消費し、
生活水準を支える物質配分がきわめて不均衡であ

ることを示している。低所得国グループは、国際社

会が目指す持続可能な開発成果を達成するために

は、1人当たりの物質量を増やす必要があることが
わかる。
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世界の物質フローについての新たな包括的 
データベース

IRPは、世界の物質採取に関する信頼できる新しい

データベースと、物質貿易に関する改訂データベー

スを通じて、40年間（1970～ 2010年）の世界経

済、人口、物質利用の関連について包括的に把握

することを可能とした。新たな指標に加えて、一連

の標準的な物質フロー勘定指標も用いている。IRP

の提示するデータと指標は、国や地域が適切に策

定された国内政策や地域イニシアティブを通じて物

質効率の向上に取り組む過程で、進捗状況の測定

を可能にするものである。世界のほとんどの国を対

象にした 40年間（1970～ 2010年）にわたる大規

模なデータセットが作成されており、世界 7地域お

よび個別の国について総利用量、1人当たり利用量、

1米ドル当たり物質利用量を含め、直接および消費

ベースの物質フロー指標を提示している。さらにま

た、様々な物質グループ別のデータも提供し、指標

と人間開発の成果との関連性も示している。

このデータセットは世界 7地域と約 180カ国それぞ

れについて同様の情報を示し、行政およびビジネ

スが十分な情報に基づく意思決定を行うための情報

を提供する。各国が経済発展と人間開発に成功し、

生活水準の向上と貧困撲滅を果たすことができるな

らば、物質利用のさらなる拡大が見通される。生産

と主要サービス（住宅、移動、食料、エネルギー、

給水）の提供に関して世界全体が同様のシステムを

もつと仮定すれば、2050年までには 90億人が年
間約 1,800億トン（現在のほぼ 3倍）の物質を必
要とすることになる（Schandle et al. 2016）。その
結果として、賦存する天然資源採取の加速化や物

質採掘と利用に関連する環境影響の増大が生じる。
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この報告書では、物質利用（社会の代謝）は環境

圧力として取り扱っている。物質利用が増えるほ

ど、圧力は大きくなる。物質利用は、廃棄物フロー、

エネルギー利用と炭素排出、土地利用、水利用と

いった他の圧力指標とも密接に関係している。物質

利用が増えると、他の条件が等しければ、他の圧力

指標も増大する。物質利用はまた、採取、生産（変

換）、消費から処分までの物質利用ライフサイクル

全体にわたって生じる環境影響の代理指標としても

用いられる。物質利用が増加すると、物質利用が

環境、社会、経済に与える影響も相応に増大する。

物質利用の増加は、結果として気候変動、土壌や

水域の酸性化および富栄養化レベルの上昇、生物

多様性喪失や土壌浸食の悪化、廃棄物量および大

気汚染の増大をもたらす。さらには、人間の健康

や生活の質にも悪影響を与える。最終的には、特

定の天然資源の枯渇につながり、短・中期的に重要

な物質の供給不足を引き起こすことになる。

それでもまだ多くの資源は中・長期的に豊富に利用

できる一方、より効果的かつ効率的な物質利用を

巡っての政策討論で、汚染・生態系劣化・気候変動

が問題の中心となっていくだろう。とはいえ、物質

需要の急速な拡大によって新たな採取・供給インフ

ラへの超大型投資が必要であり、土地、水、エネ

ルギー、物質の新たな利用をめぐって、地域紛争

の一因となりかねない。こうした紛争はすでにエネ

ルギーセクターに顕著であり、多くの場所において、

採掘と農業や都市開発との間に競合が見られている。
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物質フロー勘定から得られる指標

IRPが提示するデータセットは、この 20年間に

実現した国際合意や手法の標準化に基づいている

（Fischer-Kowalski et al. 2011）。物質フローデー

タと追加的実証分析に基づき、直接物質利用と、ラ

イフサイクル全体の貿易関与物質量に対する指標

が策定された。表 1にまとめられたヘッドライン指

標は物的経済のあらゆる側面を示している。

異なるヘッドライン指標ならびに各ヘッドライン指標

が示すより詳細な情報は、様々な政策領域に情報を

提供し、物質利用の環境圧力のあらゆる側面を網羅

している。具体的には、地域および世界経済における

天然資源枯渇、資源効率、廃棄物管理・最小化といっ

た側面が含まれる。これらの指標は、持続可能な物

質管理、資源効率、廃棄物最小化に関する各国経済

の実情を示すことができる。
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表１.　ヘッドライン指標

指標名 指標の意味 構成要素

国内物質採取量（DE） 国内採取が天然資源に与える影響 44の物質カテゴリー

物質輸入量（輸入） 直接輸入量 11の物質カテゴリー

国内物質投入量（DMI）: DE+輸入 生産の関与物質量 11の物質カテゴリー

物質輸出量（輸出） 直接輸出量 11の物質カテゴリー

物理的貿易収支（PTB）: 輸入–輸出 直接貿易依存度 11の物質カテゴリー

国内物質消費量（DMC）: DE+PTB 領域内の物質利用と長期的な廃
棄物の発生可能性

11の物質カテゴリー

一次資源等価換算輸入量  
(RMEImports)

輸入の上流側関与物質量 4物質カテゴリー

一次資源等価換算輸出量  
(RMEExports)

輸出の上流側関与物質量 4物質カテゴリー

一次資源等価換算貿易収支（RTB）: 
RMEImports – RMEExports

消費の貿易依存度 4物質カテゴリー

消費のマテリアルフットプリント（MF）、 
一次資源等価換算消費量（RMC）: DE+RTB2 

消費のための世界の採取による天
然資源への影響

4物質カテゴリー

物質強度（MI）: 1米ドル当たりDMC 物質利用の効率 1カテゴリー

調整物質強度（AMI）: 1米ドル当たりMF 貿易調整済みの物質利用の効率 1カテゴリー

2 MFとRMCは同じ尺度であり、ある国の最終需要の
関与原料量を示す。どちらの用語も、査読論文で使
われている。MFはエネルギー、炭素排出量、水に対
する他のフットプリント勘定との概念的関係を意味
し、RMCは物質フロー勘定の用語に関係する。
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持続可能な開発目標に関する情報の提供

SDGsは経済成長と人間開発を支える天然資源につ

いて、資源利用のあらゆる側面にわたって包括的に

取りあげている。目標 6は水利用、目標 7はエネ

ルギー、目標 12は物質と廃棄物、目標 13は炭素

排出と気候変動に関係している。とりわけ重要な点

として、経済成長に焦点を当てた目標 8において、

ターゲット 8.4で資源効率を具体的に取りあげてい

る。このターゲットは各国に対し、自国の生産と消

費の資源効率を長期間継続的に向上するよう求めて

いる。

IRPの研究で提示されたデータと指標は、ターゲッ

ト 8.4、12.2、12.5をはじめ、SDGsの複数のター

ゲットに対する圧力指標を提供している。こうした圧

力指標は、経済成長、貧困削減、多くのモノやサー

ビスへの普遍的アクセスといった、環境変化の要因

と関連付けられる。
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ターゲット 8.4は、生産と消費の圧力（物質利用）

と原動力（GDP）の間に一定の比率を求めてい

る。前者はGDP1単位当たり国内物質消費（DMC）、

後者は GDP1単位当たりマテリアルフットプリント

（MF）として表現できる。

ターゲット 12.2は国内経済レベルの代謝実績の尺

度を求めており、これは生産と消費の両観点を反映

した一人当たりDMCおよび 1人当たりMFとして

表現できる。

ターゲット 12.5は廃棄物削減に関するものであり、

土地面積 1単位当たり国内物質消費（DMC）とし

て表現することで、廃棄物処分の生態系への圧力

を示すことができる。

世界のほとんどの国のデータが入手可能であるため、

これらの指標を利用することで、こうしたきわめて

関係の深い SDGsターゲットについての報告に物質

利用とマテリアルフットプリントが各国の経済発展に

どの程度関連しているかを示すとともに、一国の経

済活動における物質強度の改善を測定することがで

きる。また、急成長する都市部および中産階級の

人口を含む 90億人に対応する世界経済の将来の物

質要求に関する情報も提供し、各国政府による物質

利用と物質効率の目標設定を可能にする。

多くの発展途上国にとって、SDGsを達成するには

天然資源利用、廃棄物、排出を増やす必要がある。

つまり、最終的には天然資源供給システムと、生態

系が廃棄物と排出を吸収する能力を過剰に酷使する

可能性がある。人間開発ニーズに応える余地を残

すために、政府とビジネスは持続可能な消費と生産

を達成するべく協力して取り組む必要がある。そう

することにより、高所得国は現在の多大な物質利用

を削減する一方で発展途上国は物質利用を増やし、

両者を持続可能なレベルに収束させることが可能に

なる。
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物質利用と資源生産性の領域における IRPの取組

は、世界のデータセットの調和と、国および世界レ

ベルでの物質フローサテライトデータセットの確立

に向けた最初の一歩である。世界の経済発展によ

る天然資源、廃棄物、排出の圧力が高まっているた

めに、知識基盤をさらに充実し拡大する必要がある。

勘定の拡張とさらなる開発

IRPは、物質フローに関する既存の世界的な知識

基盤をまとめ、物質投入と物質取引に関する 40年

間（1970～ 2010年) の時系列データを提供する

ことに成功した。データセットは、既存の時系列デー

タの定期的かつ適時の更新を行うことによって、規

模を拡大する必要がある。物質循環の後端部分を

拡張し、様々な環境媒体（大気、土壌、水）への

排出を報告し、国家経済の物質収支を世界規模で

まとめる必要がある。これによって、世界経済に

対応する物質ストック、既存の資産とフローの関係、

世界経済の長期的な廃棄物・排出可能性について

の理解を深めることが可能になる。

次のステップ

経済セクターへの着目

物質フローデータセットは物質特性別に構成されて

いるが、経済セクターや特定の産業レベルでの意思

決定に十分な情報を提供するには、セクター別の詳

細データが不足している。これらの情報は重要なヘッ

ドライン指標を提供するが、一次産業、都市、貿易

という領域においてセクター別の政策を導くには個

別具体性が不十分なことも多い。生産と消費をセク

ター別に分解する第一歩は、マテリアルフットプリン

ト指標の採用によって始まった。しかしながら、真

の物質フローのサテライト勘定を目指すには、幅広

い経済セクターについての物質投入情報を確立する

ためのさらなる分析が少なくとも必要である。こう

した分析は、セクター別政策に情報を提供し、そう

した政策イニシアティブの進展状況の測定に利用で

きるだろう。ビジネスの意思決定に対する有用性を

高める政策関係者以外にとっての物質フローデータ

の情報価値を強化するためにも重要である。
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圧力と影響と地球の限界との関連付け

IRPが提示するデータセットと指標は、物質フロー

に関連する圧力指標となる。圧力は、物質需要の

主要な原動力（人口、消費、経済成長）と関連付

けられてきた。こうした指標は、経済および環境課

題の早期診断を可能にし、政策介入の指針として利

用することができる。これらの圧力は、よく知られ

たプロセスや経路を通じて、環境影響に関連付けら

れている。こうした環境影響には、気候変動、資源

枯渇、廃棄物と汚染、毒性、人の健康といった多

様な課題が含まれる。多くの場合、環境圧力や環

境影響の地球的な制約（例えば、地球温暖化を 2

度未満に抑制する温室効果ガスの追加排出量など）

を確立することが可能である。とはいえ、こうした

重要な関連性についての知識基盤を増強し、その

関連性が異なる地域的背景においてどのように展開

するのかを探るためには、さらなる研究が必要とさ

れる。

 

政策支援

データセットと指標は、政策関係者によって、行政

の様々な場で利用される。こうしたデータや指標は、

課題の発見、目的、目標、ターゲットの確立、政

策イニシアティブの進捗状況の測定に役立つ。地

域、国、セクターの政策枠組みの構築をよりうまく

補助し、政策ツールや手段を特定し、地域や国の管

理能力を高めるためには、政策関係者やビジネス界

の情報ニーズにいっそう注目し、個々の政策領域に

合わせたデータと情報を生み出す必要がある。特

に SDGsの管理という文脈、及び地域に着目すると、

様々な国連機関が各国に提供する技術支援にこの

知識基盤を適用することが、適切な政策策定によっ

て世界の持続可能な発展を導くプロセスを後押しす

ることになる。
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